
○

その他
社会福祉審議会委員報酬、旅費
他 287

合計（Ａ） 48,725 合計（Ｂ） 53,442

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 4,717

主な
理由

システム改修による委託料の増

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

3,905

役務費
保育料等口座振替手数料、簡易
書留加算料金 707 役務費

保育料等口座振替手数料、簡易
書留加算料金 610

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
保護者説明会託児委託料、保育
所巡回警備委託料　他 36,920 委託料

保護者説明会託児委託料、保育
所巡回警備委託料　他 43,340

使用料及び賃
借料

子ども子育て支援システム端末
賃借料　他 3,500

使用料及び賃
借料

子ども子育て支援システム端末
賃借料　他 1,300

その他
社会福祉審議会委員報酬、旅費
他 338

04当初予算 5,089 0

2.20

31.90

205,125

209,842

需用費
消耗品費、保育所申込等帳票印
刷製本費等 3,260 需用費

3,003

内容

消耗品費、保育所申込等帳票印
刷製本費等

201,750

内容 金額

負担金補助及
び交付金

保育士キャリアアップ事業補助
金 4,000

負担金補助及
び交付金

保育士キャリアアップ事業補助
金 4,000

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

13.20

1.30

02決算 14,424 0 0 181,338

03当初予算 4,870 0 3 200,252

令和３年度
人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
認可保育施設に関する一般事務事業を行うことにより、保育施設を円滑に効率よく、また、適正に運営することを目的とす
る。
待機児童解消に向け、施設の整備等を行うための体制を構築・維持する。

事
業
内
容

１　保育所との連絡調整及び指導管理（巡回指導や調理指導等）
　　【発達指導巡回実施状況】
　　　令和元年度　92件、令和2年度153件、令和3年度170件（見込）
２　認可保育施設の入退所、入所選考、保育料に係る事務
　　新年度保育施設入所申込み受付及び託児業務
　　【保育料口座振替件数率】
　　　令和2年度　77％、令和3年度　78％（見込）、令和4年度　80％（見込）
３　保育所に関する会議や研修への参加
４　その他認可保育施設に関する事務
５　待機児童解消に向けた情報収集等連絡調整、施設の整備等の待機児童対策を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式

1-4 子育て環境の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、子ども・子育て支援法、子ども・子
育て支援法施行規則、明石市保育の必要性の
認定に関する基準等を定める規則

事業 児童福祉一般事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

事務事業名
児童福祉一般事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-001

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

令和４年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計15.20

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

48,698

48,725

53,442

147,064

156,400

156,400

195,762 0.00

待機児童数
待機児童数が令和3年4月現在149人であるが、令和4年4月に向け待
機児童数ゼロを目指す。

令和4年度 人 0人

目標年次 単位 目標値

保育料口座振替件数率
口座振替の利用率を向上することにより、経費削減指標とする。（3月
分口座依頼件数÷3月分保育料納付対象件数）

令和４年度 ％ 80

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰
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○

合計（Ａ） 19,509 合計（Ｂ） 19,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -509

主な
理由

新規加入見込者数を精査したことによる減

内容 金額

負担金補助及
び交付金

民間保育協議会職員退職共済
組合助成金 19,509

負担金補助及
び交付金

民間保育協議会職員退職共済
組合助成金 19,000令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 21,025 任期付 0.00 合計 0.2504当初予算 19,000 2,025 21,025 0 0

0 21,534 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 19,509 2,025 21,534 0 0

0 16,028 正規 0.25 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 15,218 810 16,028 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

加入者の退職金の一部として、加入者本俸の１,０００分の８を補助する。

＜参考＞
事業主負担  ８／１，０００
加入者負担  ８／１，０００

【民間保育協議会職員退職者共済加入者数】
令和２年度866名、令和３年度1,440名（見込）、令和４年度1,050名（見込）

民間保育協議会職員退職者共済加入者数を、私立保育所等の円滑
な運営の維持と、職員の福利増進を図る指標とする。

令和４年度 人 1,050

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の私立保育所等に勤務する職員の福利増進を図り、児童福祉事業の円滑な推進に寄与する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

民間保育協議会職員退
職共済加入者数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法事業 私立保育所退職共済補助事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立保育所退職共済補助事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-002

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092
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○

合計（Ａ） 37,000 合計（Ｂ） 25,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -12,000

主な
理由

認可保育所等の整備に伴う待機児童解消による利用者の減

内容 金額

負担金補助及
び交付金

在宅子育て世帯・認可外施設利
用世帯等への補助金 37,000

負担金補助及
び交付金

在宅子育て世帯・認可外施設利
用世帯等への補助金 25,000令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 25,945 任期付 0.20 合計 0.2504当初予算 25,000 945 25,945 0 0

0 37,945 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 37,000 945 37,945 0 0

0 43,067 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 39,827 3,240 43,067 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【在宅子育て世帯への支援】
　　助成額 ：月10,000円（一律）
　　対象世帯 ：第２子以降の児童が保育所の利用を申し込み、待機児童となっている世帯で、保護者に代わって親族やベビーシッター等が保育している世
帯
　　対象児童数 ：令和２年度　 上半期139人、下半期126人　平均人数133人
　　　　　　　　　　　令和３年度　上半期97人、（見込）下半期166人　平均人数131人
　　　　　　　　　　　令和４年度　 （見込）上半期106人、（見込）下半期106人　平均人数106人

【認可外保育施設等利用者への支援】
　　助成額 ：月20,000円（上限）
　　対象世帯 ：第２子以降の児童が認可外保育施設を利用している世帯
　　対象児童数 ：令和２年度　上半期141人、下半期171人　平均人数156人
　　　　　　　　　　　令和３年度　上半期102人、（見込）下半期137人　平均人数119人
　　　　　　　　　　　令和４年度　（見込）上半期116人、（見込）下半期116人　平均人数116人

【新型コロナウイルス認可外保育施設支援補助金（令和２年度のみ実施）】
　　助成額 ：月42,000円（上限）
　　対象 ：新型コロナウイルス感染症の拡大防止を目的として、認可外保育施設等からの自宅保育の要請に協力した明石市在住の園児（０歳から２歳児ク
ラス）の保育料について、欠席日数に応じた保育料を日割り計算等により減額した場合に、施設から保護者に減額し還付した保育料の相当額（月額42,000
円を限度）を、明石市が認可外保育施設に対し補助
　　対象保育施設数等 ：令和２年度　8施設（43人分）

経済的支援を受け、負担が軽減される人数（上半期・下半期の平均） 令和４年度 人 106

支援対象児童数（認可
外）

経済的支援を受け、負担が軽減される人数（上半期・下半期の平均） 令和４年度 人 116

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
待機児童が解消するまでの対策として、認可保育施設に入所できないために認可外施設を利用している世帯や、保護者に
代わって祖父母等が在宅で子育てをしている世帯に対し経済的支援を行い、保護者の負担を軽減する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

支援対象児童数（在宅）

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

明石市認可外保育施設等保育料補助金交付要
綱、明石市在宅子育て世帯臨時給付金支給要
綱

事業 認可外施設利用世帯等支援（待機児童対策）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名

認可外施設利用世帯等支援（待機児童対
策）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-003

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



22

○

○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
子ども・子育て支援推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-004

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-6004

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画（第２期） 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 子ども・子育て支援推進事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
　「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指す「子ども・子育て支援法」の考えを基本に、各種施策を通じて、妊娠、出
産期から学童期に至るまでの家庭を切れ目なく支援し、一人一人の子どもが安全かつ安心して健やかに育ち、社会の一員と
して成長することができる環境を整備する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

就学前児童人口
安心して子育てができる環境を整備することで、人口増加を目指すこ
とから、就学前児童の人口を成果指標とする。

令和4年度 人 17,138

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

　
　１　明石市社会福祉審議会児童福祉専門分科会の運営
 　明石市社会福祉審議会児童福祉専門分科会において、待機児童対策をはじめとする本市の子ども・子育て支援施策や明石市子ども・子育て支援事業
計画の推進・進捗管理等必要な事項について調査審議を行う（R1:5回開催、R2:1回開催、R3:1回開催)。
　令和元年度は、平成30年度に実施したニーズ調査をもとに、第二期子ども・子育て支援事業計画（計画期間：2020年度～2025年度）に対し提言。
　令和2年度以降は子ども・子育て支援法に基づく利用定員の設定等に係る意見聴取を実施。
　
　２　「こどもの居場所」づくりの推進
　　学校になじめない等の事由を抱えたこどもたちが、安心して学び、遊び、過ごし、健やかな成長ができるよう、「こどもの居場所」づくりを推進する。
　　市内の18歳未満のこどもを主な対象とし、こどもたちが安心できる空間で、遊びや学習支援のほか、相談支援を実施する。
　　令和3年度からパイロット事業として、こどもの自主性を尊重し、自己肯定感を育むことができる「こどもの居場所」（1か所）を設置。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 1,504 正規 1.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 289 1,215 1,504 0 0

0 28,903 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 20,263 8,640 28,903 0 0

9,600 12,188 任期付 0.20 合計 1.2004当初予算 23,263 8,640 31,903 10,115 0

内容 金額

報酬
社会福祉審議会児童福祉専門
分科会委員報酬 200 報酬

社会福祉審議会児童福祉専門
分科会委員報酬 200令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

報償費
専門分科会における託児従事
者への謝金 13 報償費

委託料
こどもの居場所設置・運営業務
委託（パイロット事業） 20,000 委託料

こどもの居場所設置・運営業務
委託（パイロット事業） 23,000

専門分科会における託児従事
者への謝金 13

旅費
研修参加、近接地旅費、先進地
視察旅費 50 旅費

研修参加、近接地旅費、先進地
視察旅費 50

合計（Ａ） 20,263 合計（Ｂ） 23,263

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 3,000

主な
理由

こどもの居場所設置・運営業務委託の実施月数が令和3年度は7か月であった
が、令和4年度は12か月となるため



13

○

合計（Ａ） 6,500 合計（Ｂ） 6,500

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

内容 金額

委託料
ベビーシート貸出事業委託

6,500 委託料
ベビーシート貸出事業委託

6,500令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 6,905 任期付 0.00 合計 0.0504当初予算 6,500 405 6,905 0 0

0 6,905 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 6,500 405 6,905 0 0

0 6,895 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 6,490 405 6,895 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１歳未満の乳児を車に乗車させるときに装着が義務付けられているベビーシートの貸出を、明石交通安全協会に委託して実施する。
１　 貸出の要件
 (１)　 貸出対象者は、次の要件を満たす者とする。
　　①市内に住所を有する者
　　②養育、又は保護する乳児を自動車に乗車させる必要がある者
　　③現に普通自動車を運転することができる免許をうけている者
　　④ベビーシートを装着できる自動車を使用する者
 (２)   貸出期間は、乳児がべビーシートの使用の目安の基準（身長75㎝位までかつ体重10㎏位まで）に達するまでとする。
　　　　但し、満1歳の誕生日を最長期限とする。
 (３)   貸付費用は、無償とする。
 (４)   貸出台数実績　令和２年度　374台、令和３年度　400台（見込）、令和４年度　400台（見込）
２　 委託内容
 (１)　 貸出希望者の申込み受付、装着や安全運転に係る講習の実施
 (２)   返却後のベビーシートのメンテナンス及び保管
 (３)   耐用期間の過ぎたベビーシートの廃棄及び補充
 (４)   貸出期間の過ぎたベビーシートの返却の督促等

貸出件数を事業が有効に活用されているかを計る指標とする。 令和４年度 台 400

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
ベビーシート着用の促進による乳児の安全確保と、経済的負担の軽減による子育て支援の推進を図ることを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

貸出件数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

道路交通法事業 ベビーシート貸出事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
ベビーシート貸出事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-005

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092
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○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
認可外保育所等支援事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-006

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5247

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、認可外保育施設指導監督基準事業 認可外保育所等支援事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
認可外保育所を支援して質の向上を図り、安全安心の保育を目指す。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

適合証明を交付した数 認可外保育施設指導監督基準適合証明を交付した施設の数 令和5年度 施設 9

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

　国において令和元年10月から始まった幼児教育・保育の無償化に伴い、認可外保育施設の保育の質の向上が求められていることから、市において、認
可外保育施設指導監督基準を満たすよう、運営面での支援を行い、安全・安心な保育を目指す。

【令和２年度の実績】
１　研修の実施
　➀　認可外保育施設職員を対象に研修を実施する。（２回実施、37施設・延べ73人受講）
２　認可外保育施設支援事業補助金の交付
　➀　交付申請のあった施設数　　８施設

【令和３年度の実績】
１　研修の実施
　　認可外保育施設職員を対象に研修を実施。（２回実施、40施設・延べ80人受講予定）
　➀　研修の内容　安全・安心の乳児保育について等
２　認可外保育施設支援事業補助金の交付
　➀　交付申請のあった施設数　５施設

【令和４年度の実施予定】
１　研修の実施
２　認可外保育施設支援事業補助金の交付

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 16,760 正規 0.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 11,090 5,670 16,760 0 0

0 23,490 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 16,200 7,290 23,490 0 0

0 19,490 任期付 0.00 合計 0.9004当初予算 12,200 7,290 19,490 0 0

内容 金額

委託料
研修の実施

200 委託料
研修の実施

200令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

保育の質の向上のための補助
金 16,000

負担金補助及
び交付金

保育の質の向上のための補助
金 12,000

合計（Ａ） 16,200 合計（Ｂ） 12,200

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -4,000

主な
理由

申請対象施設見込み数（11→9）の減のため
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○

○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
緊急一時預かり（待機児童対策）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-007

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5267

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 緊急一時預かり（待機児童対策）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
待機児童を対象に保育所等へ入所できるまでの間、緊急一時預かり事業として「あかし保育ルーム」を整備運営する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が令和3年4月現在149人であるが、令和5年4月にむけ待
機児童数ゼロを目指す。

令和5年度 人 0人

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

「あかし保育ルーム」の整備運営または補助を行う。
平成29年度　　公共施設利用型（あかしこども広場　にこにこ保育ルーム）　   1か所
                       私立保育所利用型　2か所

平成30年度　　公共施設等利用型　　 2か所

令和元年度　　公共施設等利用型　　 2か所

令和2年度　　　公共施設等利用型　　1か所

令和3年度　　　公共施設等利用型　　1か所

令和4年度　　　公共施設等利用型　　1か所

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

2,518 25,508 正規 0.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 31,742 4,860 36,602 8,576 0

2,880 22,394 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 31,502 2,430 33,932 8,658 0

2,880 22,414 任期付 0.00 合計 0.3004当初予算 31,522 2,430 33,952 8,658 0

内容 金額

委託料
保育ルーム運営委託料

27,700 委託料
保育ルーム運営委託料

27,720令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

使用料及び賃
借料

保育ルーム使用料
3,802

使用料及び賃
借料

保育ルーム使用料
3,802

合計（Ａ） 31,502 合計（Ｂ） 31,522

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 20

主な
理由

保育ルームの運営費の見直しによる
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○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
企業主導型保育推進（待機児童対策）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-008

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5267

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 企業主導型保育推進（待機児童対策）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
企業主導型保育事業の地域枠設定に伴う備品補助を実施し、企業主導型保育事業を推進する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が令和3年4月現在149人であるが、令和5年4月にむけ待
機児童数ゼロを目指す。

令和5年度 人 0人

受け入れ枠の拡充数
令和4年度整備予定の企業主導型保育事業所の受け入れ枠設定の
増加を図る

令和5年度 人 60人

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【平成29年度】
　4事業所に対して補助金を交付。地域枠及び企業枠を含め118人分の受け入れ枠の拡充を実施

【平成30年度】
　4事業所に対して補助金を交付。地域枠及び企業枠を含め288人分の受け入れ枠の拡充を実施

【令和元年度】
　12事業所に対して補助金を交付。地域枠及び企業枠を含め82人分の受け入れ枠の拡充を実施

【令和２年度】
　2事業所に対して補助金を交付。地域枠及び企業枠を含め32人分の受け入れ枠の拡充を実施

【令和３年度】
　3事業所に対して補助金を交付予定。地域枠及び企業枠を含め約79人分の受け入れ枠の拡充を実施する。

【令和４年度】
　2事業所に対して補助金を交付予定。地域枠及び企業枠を含め約60人分の受け入れ枠の拡充を実施する。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 7,752 正規 0.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 2,892 4,860 7,752 0 0

0 24,430 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 22,000 2,430 24,430 0 0

0 8,430 任期付 0.00 合計 0.3004当初予算 6,000 2,430 8,430 0 0

内容 金額

負担金補助及
び交付金

企業主導型保育事業地域枠設
定促進補助金 22,000

負担金補助及
び交付金

企業主導型保育事業地域枠設
定促進補助金 6,000令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 22,000 合計（Ｂ） 6,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -16,000

主な
理由

令和３年度と比較して、整備数が減少する見込みであるため。



○

○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
公立保育所整備事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-009

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5247

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉施設費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、明石市立保育所条例事業 公立保育所整備事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
公立保育所の施設の安全性を確保するために必要な整備を行い、良好な保育の場を提供する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

改修工事の件数 保育所の改修工事の実施件数 令和5年度 件 5

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和２年度の実績】
１　松が丘保育所便所ほか改修工事に係る実施設計委託
　（設計内容）　①園舎１・２階便所、1階調理員用便所の改修、②ほふく室・乳児室の改修、③足洗場の改修、④仮設便所設置・解体、⑤電気引込盤の改修
２　エアコンの整備　　明南・鳥羽・江井島保育所、二見こども園の玄関ホールにエアコンを設置した。
３　明南保育所分園テラス改修工事　　テラス屋根の補強、ウッドデッキを樹脂製に新設改修
【令和３年度の実績】
１　松が丘保育所便所ほか改修工事
　（工事内容）　①園舎１・２階便所、1階調理員用便所の全面改修、②ほふく室・乳児室の改修、③足洗場の改修、④仮設便所設置・解体
２　高丘保育所便所ほか改修工事に係る実施設計委託
　（設計内容）　①園舎１・２階便所、1階調理員用便所の全面改修、②電気引込盤の全面改修、 ③仮設便所設置・解体
【令和４年度の実施予定】
１　高丘保育所便所ほか改修工事
　（工事内容）　①園舎１・２階便所、1階調理員用便所の全面改修、②電気引込盤の全面改修、 ③仮設便所設置・解体
２　土山保育所便所ほか改修工事に係る実施設計委託
　（設計内容）　①園舎便所、1階調理員用便所の全面改修、②2・3歳児室に仕切り壁の設置、③空調及び照明等の改修、④仮設便所設置・解体
３　二見こども園便所ほか改修工事に係る実施設計委託
　（設計内容）　①３歳児未満用便所の全面改修、②仮設便所設置・解体

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 13,281 正規 0.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 34,491 7,290 41,781 0 28,500

0 4,860 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 55,400 4,860 60,260 0 55,400

0 4,860 任期付 0.00 合計 0.6004当初予算 63,200 4,860 68,060 0 63,200

内容 金額

委託料
高丘保育所便所ほか改修工事
実施設計委託 2,900 委託料

土山保育所、二見こども園便所
ほか改修工事実施設計委託 6,500令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

工事請負費
松が丘保育所便所ほか改修工
事 52,500 工事請負費

高丘保育所便所ほか改修工事
56,700

合計（Ａ） 55,400 合計（Ｂ） 63,200

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 7,800

主な
理由

実施設計委託対象施設の増（1施設→2施設）のため



27

○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名

私立保育所・認定こども園等整備（待機児
童対策）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-012

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5267

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉施設費

根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業
私立保育所・認定こども園等整備（待機児童対策）事
業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
私立保育所、私立認定こども園、私立保育所分園及び小規模保育事業の整備に係る法人負担を軽減することで、受け入れ
枠を拡充し待機児童を解消する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が令和3年4月現在149人であるが、令和5年4月にむけ待
機児童数ゼロを目指す。

令和5年度 人 0人

受け入れ枠の拡充数 令和5年4月までに300人規模の受け入れ枠の拡充を行う。 令和5年度 人 300人

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【平成29年度】
　保育所の新設　２か所　１５５人、　認定こども園の新設　１か所　９０人、　分園の設置　　１か所　１５人、　既存施設の定員増　４か所　１４５人
　小規模保育事業の新設　５か所　９２人
　合計　１３か所　４９７人
【平成３０年度】
　保育所の新設 ４か所　５９０人、　認定こども園の新設　２か所　２８０人、　小規模保育事業所の新設　３か所　５６人
　合計　９か所　９２６人
【令和元年度】
　認定こども園の新設　１か所　１０５人、　既存施設の定員増等　２か所　９０人、　小規模保育事業所の新設　９か所　１６５人
　合計　１２か所　３６０人
【令和２年度】
　保育所の新設　７か所　５５８人、　認定こども園の新設　２か所　２２６人、　既存施設の定員増等　４か所　１８１人、　小規模保育事業所の新設　８か所
１４８人
　合計　２１か所　１，０４４人
【令和３年度見込み】
　保育所の新設　３か所　２２１人、　認定こども園の新設　２か所　１８３人、　既存施設の定員増等　３か所　６５人、　小規模保育事業所の新設　３か所　５
３人
　合計１１か所　５２２人
【令和４年度見込み】
　保育所の新設　１か所　９０人、　認定こども園の新設　１か所　８４人、　既存施設の定員増等　２か所　１２人、　小規模保育事業所の新設　６か所　１１４
人
　合計１０か所　３００人

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

16,642 51,150 正規 1.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 3,084,522 22,680 3,107,202 2,253,210 786,200

16,642 79,818 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 2,511,772 13,770 2,525,542 1,838,282 590,800

17,050 28,988 任期付 0.00 合計 1.7004当初予算 1,567,914 13,770 1,581,684 1,165,146 370,500

内容 金額

委託料
明石駅前送迎保育ステーション

40,000
負担金補助及
び交付金

私立保育所、私立認定こども園
等の施設整備補助 1,567,914

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額 令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

使用料及び賃
借料

不動産賃借料
528

負担金補助及
び交付金

私立保育所、私立認定こども園
等の施設整備補助 2,471,244

合計（Ａ） 2,511,772 合計（Ｂ） 1,567,914

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -943,858

主な
理由

令和4年度計画の整備数が昨年度と比較して減少する見込みであるため。
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○

合計（Ａ） 47,240 合計（Ｂ） 83,805

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 36,565

主な
理由

施設の新規開設による増

新規開設施設の開設準備経費
にかかる補助金 39,600

需用費
パンフレット印刷製本費

60

内容 金額

委託料
病児保育事業委託

42,640 委託料
病児保育事業委託

44,145令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

新規開設施設の開設準備経費
にかかる補助金 4,600

負担金補助及
び交付金

0 22,745 任期付 0.00 合計 0.4004当初予算 83,805 3,240 87,045 51,700 12,600

0 22,784 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 47,240 3,240 50,480 27,696 0

0 5,515 正規 0.40 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 22,873 810 23,683 18,168 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　 施設数　本庁地区1ヶ所、大久保地区1ヶ所の計2ヵ所で実施
２   利用実績　令和２年度　288人※新型コロナウイルス感染症の影響による利用者の減、令和３年度630人(見込）、令和４年度1,000人(見込)
３   利用料　1日　市内児童：2,000円（減免制度あり）、市外児童：3,000円
４   利用時間　月曜日～金曜日：午前７時３０分～午後６時　（土日祝、年末年始を除く）
５   定員　東部地区　3名/日、西部地区　4名/日
６　 市西部地区に新たな施設の開設について検討
 
 
 
 
 
 
 
 

保護者の子育て支援及び児童の健全育成の達成度合いを測るため、
延べ利用者数を指標とする。

令和４年度 人 1,000

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
病気やけがの症状の進行が見られる時期（急性期）または、症状の進行が止まり治癒に向かっている時期（回復期）にあた
り、保育所または放課後児童クラブ等での保育が困難な生後６か月から小学校６年生までの児童を、病児保育施設において
一時的に保育することにより、保護者の子育てと就労の両立を支援するとともに、児童の健全な育成を図る。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

利用者数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、明石市病児・病後児保育事業実施
要綱

事業 病児・病後児保育事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
病児・病後児保育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-013

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092
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○

合計（Ａ） 57,150 合計（Ｂ） 64,700

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 7,550

主な
理由

利用児童数の増加による扶助費の増

内容 金額

負担金補助及
び交付金

私立幼稚園在籍者保護者補助
金 150 扶助費

施設型給付費及び就園・就学援
助費 64,700令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

扶助費
施設型給付費及び就園・就学援
助費 57,000

0 19,535 任期付 0.30 合計 0.5504当初予算 64,700 2,835 67,535 48,000 0

0 17,985 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 57,150 2,835 59,985 42,000 0

0 17,463 正規 0.25 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 58,565 2,025 60,590 43,127 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　施設型給付
　　明石市内の児童が入所している子ども・子育て支援制度に移行した市内の私立幼稚園、市外の公立・私立幼稚園に対して国の定める基準により施設
型給付費を支払う。

２　私立幼稚園等在籍者保護者補助金
　　施設型給付を受けない私立幼稚園等に通う保護者に対して補助金を支払い保護者の負担軽減を図る。
　　（月額）1,000円
　　令和２年度　 24人（延べ）　96千円支給
　　令和３年度　 30人（延べ・見込）　150千円支給（見込）
　　令和４年度　 廃止（認可外保育施設等無償化事業で実施する新規事業の対象になるため）

３　私立幼稚園等就園・就学援助費
　　施設型給付を受けない私立幼稚園等に通う保護者に対して就園等の援助費を支払い保護者の負担軽減を図る。
　　（月額）800円
　　令和２年度　 296人（延べ）　952千円支給
　　令和３年度　 333人（延べ・見込）　1,066千円支給（見込）
　　令和４年度　 291人（延べ・見込）　  700千円支給（見込）

補助金の受給により、経済的負担が軽減された期別の延べ人数を成
果指標とする。

令和４年度 人 291

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の私立幼稚園及び市外の幼稚園へ運営費を支給することにより、良好な教育環境を整え、質の高い教育の実施を
図る。また、私立幼稚園等に通う保護者に対して補助を行うことにより、経済的な負担の軽減を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

私立幼稚園等就園・就
学援助費受給者数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、明石市私立幼稚園等就
園・就学援助要綱

事業 私立幼稚園事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立幼稚園事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-014

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



元

○

合計（Ａ） 35,700 合計（Ｂ） 35,300

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -400

主な
理由

給付単価を精査したことによる減

内容 金額

扶助費
施設等利用費

35,700 扶助費
施設等利用費

35,300令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 9,390 任期付 0.25 合計 0.4004当初予算 35,300 1,890 37,190 27,800 0

0 9,390 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 35,700 1,890 37,590 28,200 0

0 11,874 正規 0.15 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 39,797 4,590 44,387 32,513 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

令和元年10月から実施している国の幼児教育・保育の無償化に伴い、対象児童の在籍する、子ども・子育て支援新制度へ未移行の幼稚園に対し、施設等
利用費の給付を行う。

令和２年度
　　対象児童数　193人
　　支給額　39,796,540円
令和３年度
　　対象児童数　165人（見込）
　　支給額　35,700,000円（見込）
令和４年度
　　対象児童数　175人（見込）
　　支給額　35,300,000円（見込）

幼稚園に対する施設等利用費の対象児童数を経済的負担軽減の成
果指標とする。

令和４年度 人 175

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
子ども・子育て支援新制度に移行していない幼稚園に対し施設等利用費を給付することで、幼稚園を利用する児童の保護者
の経済的負担を軽減する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

施設等利用費対象児童
数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 幼稚園就園奨励事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園就園奨励事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-015

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



○

合計（Ａ） 4,621,600 合計（Ｂ） 4,479,736

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -141,864

主な
理由

保育所４園が認定こども園へ移行したことによる施設型給付費の減

施設型給付費・保育料軽減事業
費 4,470,000

内容 金額

委託料
私立保育所歯科検診・眼科検診
駐車場管理・案内業務委託 9,600 委託料

私立保育所歯科検診・眼科検診
駐車場管理・案内業務委託 9,736

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

扶助費
施設型給付費・保育料軽減事業
費 4,612,000 扶助費

300,000 1,299,661 任期付 0.20 合計 1.0504当初予算 4,479,736 7,425 4,487,161 2,887,500 0

310,000 1,366,235 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 4,621,600 7,425 4,629,025 2,952,790 0

264,795 1,260,552 正規 0.85 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 4,777,670 6,615 4,784,285 3,258,938 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　施設型給付
 明石市の児童が入所している市内の私立保育所及び市外の公立・私立保育所に対して、国の定める基準により施設型給付費を支払う。
２　検診費用
 市内の私立保育所の入所児童に対して、歯科検診及び眼科検診を行う。
３　駐車場管理・案内業務
 市内の私立保育所のうち、公立幼稚園内分園の駐車場管理・案内業務を行う。
４　保育料軽減事業
 兵庫県の「ひょうご保育料軽減事業」に基づき、3歳未満児の第1子のうち、所得要件等を満たす対象児童の保護者に対し助成を行う。

＜参考＞
令和2年4月1日時点の入所児童数
市内私立保育所　4,034人（うち公立幼稚園内分園入所児童数　88人）
市外公立保育所　　　20人　　／　　市外私立保育所　　　63人

令和3年4月1日時点の入所児童数
市内私立保育所　4,045人（うち公立幼稚園内分園入所児童数　80人）
市外公立保育所　　　11人　　／　　市外私立保育所　　　52人

令和4年4月1日時点の入所児童数（見込み）
市内私立保育所　4,017人（うち公立幼稚園内分園入所児童数　83人）
市外公立保育所　　　14人　　／　　市外私立保育所　　　60人

良質な保育環境を保持したうえでの待機児童の解消に努めるための
成果指標とする。（各月初日入所児童の延べ人数）

令和４年度 人 52,000

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の私立保育所及び市外の保育所への運営費の支給や各種検診等の実施により、良好な保育環境を整え、質の高
い保育を実施することを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

私立保育所入所児童数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、子ども・子育て支援法、明石市保
育料軽減補助金交付要綱

事業 私立保育所事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立保育所事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-016

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



27

○

合計（Ａ） 3,050,000 合計（Ｂ） 3,501,143

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 451,143

主な
理由

保育所が認定こども園へ移行したことによる施設型給付費の増（幼稚園部分も
含む）

施設型給付費
3,500,000

内容 金額

委託料
眼科検診委託料

1,000 委託料
眼科検診委託料

1,143令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

扶助費
施設型給付費

3,049,000 扶助費

0 1,083,368 任期付 0.40 合計 0.8504当初予算 3,501,143 4,725 3,505,868 2,422,500 0

0 925,475 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 3,050,000 4,725 3,054,725 2,129,250 0

0 655,203 正規 0.45 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 2,272,924 2,430 2,275,354 1,620,151 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　施設型給付
 明石市内の児童が入所している市内私立認定こども園及び市外の公立・私立認定こども園に対して、国の定める基準により施設型給付費を支払う。
２　検診費用
 市内の私立認定こども園の入所児童に対して、眼科検診を行う。

＜参考＞
令和2年4月1日時点の入所児童数
市内私立認定こども園　1,711人
市外私立認定こども園　  408人

令和3年4月1日時点の入所児童数
市内私立認定こども園　2,438人
市外私立認定こども園　  362人

令和4年4月1日時点の入所児童数（見込み）
市内私立認定こども園　3,120人
市外私立認定こども園　  396人

良質な保育環境を保持したうえでの待機児童の解消に努めるための
成果指標とする。（各月初日入所児童の延べ人数）

令和４年度 人 42,000

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の私立認定こども園、市外の公立・私立認定こども園への運営費の支給や各種検診の実施により、良好な保育環
境を整え保護者の就労支援や子育て支援を行い、質の高い保育を実施することを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

私立認定こども園入所
児童数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 私立認定こども園事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立認定こども園事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-017

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



元

○

合計（Ａ） 200,000 合計（Ｂ） 200,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

内容 金額

扶助費
副食費給付

200,000 扶助費
副食費給付

200,000令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 203,375 任期付 0.20 合計 0.5504当初予算 200,000 3,375 203,375 0 0

0 203,375 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 200,000 3,375 203,375 0 0

0 186,812 正規 0.35 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 184,517 2,295 186,812 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

　令和元年10月から実施されている幼児教育・保育の無償化施策において、副食費は無償化対象外、すなわち保護者負担とされている。
　一方で、平成28年9月から明石市独自で実施している第2子以降保育料無料化の対象児童については、副食費も含めて無料となっている。
　また、同じ保育の必要性が認められる児童であっても、幼稚園等を利用する場合と保育所等を利用する場合とで、保護者の費用負担に差が生じることが
ある。
　これらの制度上の違いの整合性や保護者負担の公平化を図るため、本来は保護者負担となる副食費について市から施設へ給付することにより、負担を
増やすことなく引き続き希望する施設を利用できるようにする。

のべ給付対象児童数
令和２年度　　42,038人
令和３年度　　48,936人（見込）
令和４年度　　49,968人（見込）

本事業により保護者が副食費の負担をせずに保育施設を利用できて
いる年間のべ児童数

令和４年度 人 49,968

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
国の幼児教育・保育の無償化において無償化対象外となっている副食費について、本市で実施している第2子以降保育料無
料化との整合性を図るため、施設への副食費相当額の給付を行う。これにより、無償化対象である教育・保育施設を利用す
る保護者が第1子・第2子以降にかかわらず副食費を負担することなく保育施設を利用できるようにする。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

給付対象児童数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、明石市特定教育・保育
施設に対する副食費に係る補助金交付要綱

事業 副食費給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
副食費給付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-018

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



29

○

1,130,000 合計（Ｂ） 1,230,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 100,000

主な
理由

施設の新規開設による地域型保育給付費の増

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

1,130,000 扶助費
地域型保育給付費

1,230,000

合計（Ａ）

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

扶助費
地域型保育給付費

0.30 合計 0.60

03当初予算 1,130,000 3,240 1,133,240 771,000 0 0 362,240 再任用 0.00 その他 0.00

04当初予算 1,230,000 3,240 1,233,240 839,250 0 0 393,990 任期付

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

0.0002決算 906,786 3,240 910,026 621,542 0

令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 288,484 正規 0.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫④ ⑤

○

⑦⑥ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰
SDGs（１７の目標）　

① ② ③

事
業
内
容

　明石市の児童が利用している市内の小規模保育事業所並びに市外の小規模保育事業所及び事業所内保育事業所に対して、国の定める基準により地
域型保育給付費を支払う。

＜参考＞
令和2年4月1日時点の利用児童数
市内小規模保育事業所　　　　266人
市外小規模保育事業所　　　　　 7人
市外事業所内保育事業所　 　　24人

令和3年4月1日時点の利用児童数
市内小規模保育事業所　　　　387人
市外小規模保育事業所　　　　　 9人
市外事業所内保育事業所　 　　19人

令和4年4月1日時点の利用児童数（見込み）
市内小規模保育事業所　　　　504人
市外小規模保育事業所　　　　　11人
市外事業所内保育事業所　 　　27人

考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

小規模保育及び事業所
内保育利用児童数

会計 一般会計 事業所管課

款

目

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成

良質な保育環境を保持したうえでの待機児童の解消に努めるための
成果指標とする。（各月初日利用児童の延べ人数）

令和４年度 人 6,500

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
小規模保育事業所や事業所内保育事業所へ運営費を支給することにより、良好な保育環境の整備や質の高い保育を実施
するとともに、保護者の就労・子育てを支援することを目的とする。

成果指標
指標名

幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 地域型保育事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
地域型保育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-019

予算所管課 こども局こども育成室



元

○

合計（Ａ） 50,000 合計（Ｂ） 37,400

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -12,600

主な
理由

対象児童数及び給付単価を精査したことによる減

内容 金額

扶助費
施設等利用費

50,000 扶助費
施設等利用費、多様な集団活動
の利用支援 37,400令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 11,575 任期付 0.15 合計 0.3504当初予算 37,400 2,025 39,425 27,850 0

0 14,525 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 50,000 2,025 52,025 37,500 0

0 -5,966 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 54,340 3,315 57,655 63,621 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

（１）幼稚園の預かり保育
保育の必要性の認定を受けて利用する児童について、利用実態に応じて月額11,300円までの範囲で給付を行う。
令和２年度　　　対象児童数　　204人　　　支給額　7,022,328円
令和３年度　　　対象児童数　　100人（見込）　　　支給額　4,800,000円（見込）
令和４年度　　　対象児童数　　130人（見込）　　　支給額　7,000,000円（見込）

（２）認可外保育施設等
保育の必要性の認定を受けて利用する児童について、利用実態及び世帯の課税状況に応じて月額37,000円（非課税世帯は42,000円）までの範囲で給付を
行う。
令和２年度　　3～5歳児　　対象児童数　171人　　　支給額　44,036,083円
　　　　　　　　  0～2歳児（非課税）　　対象児童数　21人　　　支給額　3,281,485円
令和３年度　　3～5歳児　　対象児童数　180人（見込）　　　支給額　64,800,000円（見込）
　　　　　　　　　0～2歳児（非課税）　　対象児童数　15人（見込）　　　支給額　7,560,000円（見込）
令和４年度　　3～5歳児　　対象児童数　120人（見込）　　　支給額　25,000,000円（見込）
　　　　　　　　　0～2歳児（非課税）　　対象児童数　10人（見込）　　　支給額　3,000,000円（見込）

（３）地域における小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団活動事業の利用支援【令和４年度からの新規事業】
幼児教育・保育の無償化の対象とならないものの、地域において重要な役割を果たしている、小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団活動事業を利
用する児童について、その利用料の一部を、月額20,000円までの範囲で給付を行う。
令和４年度　　対象児童数　10人（見込）　　　支給額　2,400,000円（見込）

施設等利用費の対象児童数を経済的負担軽減の成果指標とする。 令和４年度 人 260

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
保育の必要性の認定を受け認可外保育施設等を利用する児童の保護者の経済的負担を軽減するため、施設等利用費を給
付する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

施設等利用費対象児童
数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 認可外保育施設等無償化事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
認可外保育施設等無償化事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-020

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



27

○

合計（Ａ） 3,600 合計（Ｂ） 1,100

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -2,500

主な
理由

副食費給付対象児童数を精査したことによる減

内容 金額

扶助費
実費徴収に係る補足給付

3,600 扶助費
実費徴収に係る補足給付

1,100令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 771 任期付 0.00 合計 0.0504当初予算 1,100 405 1,505 734 0

0 1,605 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 3,600 405 4,005 2,400 0

0 3,389 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 1,011 4,050 5,061 1,672 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１ 対象者
　 (1)認可教育・保育施設を利用する世帯のうち、市内に居住する生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の
促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による支援給付受給世帯に属する保護者
　(2)子ども・子育て支援新制度未移行幼稚園を利用する世帯のうち、市内に居住する低所得世帯及び多子世帯に属する保護者

２ 対象となる費用及び限度額
   (1) 認可教育・保育施設を利用する児童
       　教材費・行事費等　年間30,000円（月額2,500円）
　　　　 給食副食費（1号児童のみ）　年間54,000円（月額4,500円）【2019年9月末をもって廃止】
   (2) 新制度未移行幼稚園の児童で、低所得世帯（市民税所得割77,100円以下）、及び第３子以降に該当する児童
       　給食副食費　年間54,000円（月額4,500円）【2019年10月からの追加事業】

３ 対象者数等
　　令和２年度　 教材費・行事費等　対象者98人のうち、89人が申請、87人に給付
　　　　             副食費（未移行幼稚園分）　対象者9人のうち、9人が申請、9人に給付
　　令和３年度　 教材費・行事費等　対象者 97人（見込）
　　　　             副食費（未移行幼稚園分）　対象者 11人（見込）
　　令和４年度　 教材費・行事費等　対象者 97人（見込）
　　　　             副食費（未移行幼稚園分）　対象者 13人（見込）

制度利用により、子どもの健やかな成長の支援につながる。（申請者
数/対象者数）

令和４年度 ％ 100

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市内に居住する低所得で生活が困難である者の子どもが特定教育・保育等の提供を受けるにあたり、支払うべき日用品、文
房具等の購入等に要する費用又は行事への参加に要する費用等若しくは副食費の一部を助成することにより、円滑な特定
教育・保育等の利用を図り、健やかな成長を支援することを目的とする。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

対象世帯による制度利
用率

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、明石市実費徴収に係る
補足給付事業実施要綱

事業 実費徴収に係る補足給付を行う事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
実費徴収に係る補足給付を行う事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-021

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



22

○

合計（Ａ） 62,000 合計（Ｂ） 62,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

内容 金額

負担金補助及
び交付金

一般型・幼稚園型一時預かり事
業補助金 62,000 扶助費

一般型・幼稚園型一時預かり事
業補助金 62,000令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 25,123 任期付 0.00 合計 0.5504当初予算 62,000 4,455 66,455 41,332 0

0 25,123 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 62,000 4,455 66,455 41,332 0

0 -1,840 正規 0.55 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 34,838 2,025 36,863 38,703 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　一般型一時預かり事業
　保護者の冠婚葬祭や就労等により一時的に家庭での保育をすることができない児童を保育する事業
　(１)　補助対象施設　市内の私立保育所など
　　　【事業実績・見込】令和２年度　８か所、令和３年度　11か所（見込）、令和４年度　14か所（見込）
　(２)　利用対象者　就学前児童
　　　【事業実績・見込】　令和２年度　延べ1,535人、令和３年度　延べ832人（見込）、令和４年度　延べ1,495人（見込）

２　幼稚園型一時預かり事業
　保護者の就労等により一時的に保育することができない主に１号認定児童を、教育時間の前後又は長期休業日等に保育する事業
　(１)　補助対象施設　市内外の私立認定こども園など
　　　【事業実績・見込】　令和２年度　30か所、令和３年度　29か所（見込）、令和４年度　35か所（見込）
　(２)　利用対象者　明石市が支給認定を行った１号認定児童、明石市内に住所を有する就学前児童
　　　【事業実績・見込】　令和２年度　延べ12,051人、令和３年度　延べ19,496人（見込）、令和４年度　延べ38,131人（見込）

私立保育所等における一般型一時預かり事業の年間利用者数。在宅
子育て家庭の育児負担の軽減効果を測る指標とする。

令和４年度 人 1,495

年間利用者数(延べ人
数)

私立認定こども園等における幼稚園型一時預かり事業の年間利用者
数。子育て環境の充実度を測る指標とする。

令和４年度 人 38,131

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
一時預かり事業を実施する私立保育所等に対して補助金を交付し事業を円滑に推進することにより、就労や冠婚葬祭により
家庭での保育が困難となる場合又は育児疲れによる保護者の心理的・身体的負担を軽減するための支援を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

年間利用者数(延べ人
数)

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、子ども・子育て支援法、明石市一
時預かり事業補助金交付要綱

事業 一時預かり事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
一時預かり事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-022

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092



7

○

連絡先 (078)918-5092

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
延長保育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-023

予算所管課 こども局こども育成室

児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、私立保育所延長保育事
業助成金交付要綱

事業 延長保育事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
延長保育事業を実施する私立保育所等に対して助成金を交付し事業を円滑に推進することにより、保護者の就労形態の多
様化、通勤時間の増加等に伴う延長保育に対する需要に対応し、必要な保育を確保する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

一日あたりの平均利用
人数

就労形態の多様化に対応し、安心して子育てができる環境の充実度
を測る指標とする。

令和４年度 人 620

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　延長保育の概要
　　保護者の就労等により必要な場合、認定された保育必要量を超えて児童を保育する事業

２　延長保育実施施設数（私立）　※分園含む
　　91か所（令和3年見込）
　
３　延長保育利用者数（私立）
　　令和２年度　521人、令和３年度　586人（見込）、令和４年度　620人（見込）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

02決算 91,626 2,700 94,326 73,547 0 0 20,779 正規

03当初予算 166,800 4,455 171,255 109,198 0 0 62,057 再任用

0.55 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

0.00 その他 0.00

0.00 合計 0.55

扶助費
延長保育事業助成金

170,000

区分（節） 内容

174,455 111,332 0 0 63,123 任期付04当初予算 170,000 4,455

内容 金額

扶助費
延長保育事業助成金

166,800

合計（Ａ） 166,800 合計（Ｂ） 170,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 3,200

主な
理由

施設の新規開設による増

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）



17

○

連絡先 (078)918-5092

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
障害児保育助成事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-024

予算所管課 こども局こども育成室

児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、明石市障害児保育助成
事業実施要綱

事業 障害児保育助成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
障害を有する児童を受入れている私立保育所等が当該児童の保育の実施のため、保育士等の増員を行った場合において、
その経費の一部を助成することにより、障害を有する児童の保育を確保する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

保育士等の加配人数
障害を有する児童の保育を主に担当する保育士等の人数。障害を有
する児童の保育を適切に確保できているかを測る指標とする。

令和４年度 人 87

児童数
事業の対象となる、障害を有する児童の人数。障害を有する児童の
保育の充実度を測る指標とする。

令和４年度 人 260

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　助成対象施設
　　助成基準を満たす市内の私立保育所、認定こども園

２　助成基準・助成額
　(１)　障害児が１人以上在籍しており、保育士等が１人加配されている　月額150,000円
　(２)　軽度障害児が５人以上在籍しており、保育士等が１人加配されている　月額120,000円

３　助成実績・見込
　　令和２年度　46施設、保育士等の加配人数71人、障害児46人、軽度障害児225人
　　令和３年度　46施設、保育士等の加配人数64人、障害児32人、軽度障害児185人（見込）
　　令和４年度　56施設、保育士等の加配人数87人、障害児37人、軽度障害児223人（見込）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

02決算 104,370 2,430 106,800 0 0 0 106,800 正規

03当初予算 127,900 2,430 130,330 4,178 0 0 126,152 再任用

0.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

0.00 その他 0.00

0.00 合計 0.30

扶助費
障害児保育事業助成金

133,400

区分（節） 内容

135,830 8,358 0 0 127,472 任期付04当初予算 133,400 2,430

内容 金額

扶助費
障害児保育事業助成金

127,900

合計（Ａ） 127,900 合計（Ｂ） 133,400

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 5,500

主な
理由

施設の新規開設による増

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）
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○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
特別運営費支給事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-025

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

私立保育所等に係る特別運営費取扱要綱事業 特別運営費支給事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の私立保育所等に対して、施設の整備費や職員の処遇改善費などを支給することにより、各保育施設の保育水準
の向上を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

職員等処遇改善費にお
ける対象職員数

より多くの職員の処遇を改善することにより、安定した保育施設の運
営に寄与し、保育の水準を高める。

令和４年度 人 1,783

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【施設整備費】
　・基礎的整備費
　　施設の定員に合わせて年額320,000円～440,000円を支給する。
　・特別保育推進整備費
　　生後３月以下の乳児の受入（年額40,000円）や延長保育（年額100,000円）、障害児保育（年額50,000円）を実施する施設に支給する。
　　令和2年度　36,550千円、令和3年度　44,040千円、令和4年度　44,000千円（見込）
【職員等処遇改善費】
　・職員割　職員１人あたり（月額）6,500円
　・児童割　支給認定子ども１人あたり（月額）500円
　　令和2年度　147,984千円、令和3年度　172,971千円（見込）、令和4年度　176,750千円（見込）

【嘱託医等報酬加算費及び傷害等保険料費】
　・嘱託医等加算　支給認定子ども１人あたり条例で定める学校医に係る幼児等の加算額（474円）
　・傷害等保険料費　支給認定子ども１人あたり（140円）
　　令和2年度　　4,906千円、令和3年度　　5,735千円（見込）、令和4年度　6,300千円（見込）

【使用済み紙おむつ処理費】
紙おむつ処理に係る保護者の実費負担をなくし、保護者の負担軽減を図る。（令和4年度からの新規事業）
　・令和4年度　5,250千円（見込）

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 191,465 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 189,440 2,025 191,465 0 0

0 210,545 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 209,600 945 210,545 0 0

0 233,245 任期付 0.20 合計 0.2504当初予算 232,300 945 233,245 0 0

内容 金額

扶助費
特別運営費

209,600 扶助費
特別運営費

232,300令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 209,600 合計（Ｂ） 232,300

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 22,700

主な
理由

施設の新規開設による増
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○

合計（Ａ） 1,040 合計（Ｂ） 1,040

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

内容 金額

扶助費 産休等代替職員費補助金 1,040 扶助費 産休等代替職員費補助金 1,040令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 1,985 任期付 0.20 合計 0.2504当初予算 1,040 945 1,985 0 0

0 1,985 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 1,040 945 1,985 0 0

0 1,961 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 1,556 405 1,961 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　事業の概要
　　産休等の長期休暇を取得する職員の代替職員を雇用するために必要な経費の全部又は一部を助成する。
　(１)　補助対象施設
　　　　保育所、認定こども園、小規模保育事業所
　(２)　補助基準額（代替職員の人件費）
　　　　時給1,300円

２　事業の実績・見込（制度を活用する産休等職員の人数）
　　令和２年度　2人
　　令和３年度　3人（見込）
　　令和４年度　1人（見込）

制度を活用し、産休等の長期休暇を取得した職員の人数。保育士等
の労働環境を改善した指標とする。

令和４年度 人 1

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
私立保育所等の保育士等が出産又は傷病のため、長期間にわたって継続する休暇を必要とする場合、その産休等職員の
職務を行う代替職員を当該施設が雇用するために必要な経費を助成することにより、産休等の取得を促進するとともに、施
設における児童の処遇を確保する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

産休等職員の人数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

明石市私立保育所等産休等代替職員費補助金
交付要綱

事業 産休等代替職員費補助事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
産休等代替職員費補助事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-026

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092
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○

合計（Ａ） 18,700 合計（Ｂ） 19,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 300

主な
理由

加配人数の増加見込みによる増

内容 金額

扶助費
職員加配助成金

18,700 扶助費
職員加配助成金

19,000令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 19,810 任期付 0.00 合計 0.1004当初予算 19,000 810 19,810 0 0

0 19,510 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 18,700 810 19,510 0 0

0 17,163 正規 0.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 16,758 405 17,163 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　事業の概要
　　私立保育所等が配置基準より多く職員を配置するために必要な経費の全部又は一部を助成する。
　(１)　補助対象施設　保育所、認定こども園、小規模保育事業所
　(２)　補助対象となる職員の職種　施設で勤務する全ての職員
　(３)　補助基準額　配置基準より多く配置している職員１人あたり　年額90千円（職員の平均経験年数が11年以上の場合は、108千円）

２　事業の実績・見込（加配職員の人数）
　　令和2年度　　178人
　　令和3年度　　212人（見込）
　　令和4年度　　220人（見込）

配置基準より多く配置されている職員の人数。保育の質の向上を測る
指標とする。

令和４年度 人 220

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
利用者の処遇に直接影響のある施設職員を配置基準より多く配置している私立保育所等に対して、人件費を支援することに
より、利用者の処遇の向上を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

職員の加配人数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

明石市私立保育所等職員加配助成金交付要綱事業 職員加配助成金交付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
職員加配助成金交付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-027

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5092
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○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
保育所等感染症対策事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-028

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5247

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

保育対策総合支援事業費補助金交付要綱
新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業実施要
綱
子ども・子育て支援交付金交付要綱

事業 保育所等感染症対策事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
私立保育所等において、新型コロナウイルス感染症の拡大防止を図り、児童、保護者及び職員の安全を確保する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

新型コロナウイルス感染症
対策の実施園の割合

新型コロナウイルス感染症対策を実施した保育所等 令和4年度 ％ 100

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

○新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点から、保育環境の改善及び児童、保護者、職員の安全を確保することを目的に、保育所等における新型
コロナウイルス感染症対策に要する費用を補助する。
【令和2年度の実績】
１　補助金を受けて感染症対策に取り組む事業者
　　認可保育施設等　76事業者（78事業者中）
　　認可外保育施設　48事業者（54事業者中）
２　補助金の額　　1施設、1事業者当たり50万円を上限
【令和3年度の実施予定】
１　補助金を受けて感染症対策に取り組む事業者
　　認可保育施設等　85事業者
　　認可外保育施設　56事業者
２　補助金の額　　1施設、1事業者当たり30万円～50万円を上限
【令和4年度の実施予定】
１　補助金を受けて感染症対策に取り組む事業者
　　認可保育施設等　93事業者
　　認可外保育施設　59事業者
２　補助金の額　　1施設、1事業者当たり30万円～50万円を上限

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 -3,021 正規 1.25 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 132,618 0 132,618 135,639 0

0 38,549 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 56,200 10,665 66,865 28,316 0

0 42,915 任期付 0.20 合計 1.4504当初予算 64,600 10,665 75,265 32,350 0

内容 金額

負担金補助及
び交付金

補助金の交付
56,200

負担金補助及
び交付金

補助金の交付
64,600令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 56,200 合計（Ｂ） 64,600

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 8,400

主な
理由

私立保育所・認定こども園の増加による。
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○ ○

○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
保育士確保等対策事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-029

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5267

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 保育士確保等対策事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
待機児童解消に向けた緊急的な私立保育所等の受け入れ枠の拡充に伴い、必要となる保育士の確保と保育の質向上に向
けた様々な取り組みを実施する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が令和3年4月現在149人であるが、令和5年4月にむけ待
機児童数ゼロを目指す。

令和5年度 人 0人

保育士の確保 受け入れ枠の拡充に伴う保育士の確保 令和5年度 人 50人

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和２年度】
　１　市内の私立認可保育所等に勤務する保育士の処遇改善を行う。
　　　（１）　保育士の処遇改善を実施する私立保育所等に対し、月額給与増額分の1/2、１万円を限度に助成する。（平成29年1月から実施）
　　　（２）　私立保育所等の保育士の定着を促進するため、採用後7年間で最大160万円の定着支援金を支給。
　　　（３）　私立保育所等が宿舎を借り上げる場合、その費用の一部を助成する。（平成28年11月から実施）
　２　保育士への就労支援を行う。
　　　（１）　私立保育所等保育士就職フェアを令和2年6月・8月・令和3年2月に計3回開催した。
　　  （２） 「保育士総合サポートセンター」（保育士・保育所支援センター）の運営を行い、潜在保育士と私立保育所等とのマッチングにつなげた。
　　　（３）　「保育士総合サポートセンター」が、ショッピングセンターでの出張相談会や養成校での就職ガイダンスを実施し、就労支援を行った。
　　　　　　　また、HPにて就職後をイメージできる動画の配信や、「保育学生アルバイト」や「施設見学会の日程」などの情報提供を行った。
　　　（４)　保育の質の向上を図るため、保育所職場環境の向上に資する取組を実施する施設に対し、取組内容の広報及び支援金10万円を支給した。
【令和３年度】
上記の保育士処遇改善事業及び保育士への就労支援について、コロナ禍の中、内容を変更しつつ、保育士確保に向けた様々な取り組みを実施した。
　　　（１）　私立保育所等見学バスツアーを令和2年8月に計4日実施した。　（平成28年度から開始。令和2年度は休止）
　　　（２）　施設長研修を2回行い、保育士就業継続支援につなげた。
【令和４年度】
令和３年度までの保育士処遇改善事業及び保育士への就労支援、保育所職場環境向上に向けた取り組みを継続するとともに、各種事業のより一層の周
知を図り保育士確保に努める。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

290 233,926 正規 2.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 263,767 24,800 288,567 54,351 0

375 317,842 再任用 1.00 その他 0.8003当初予算 367,557 24,070 391,627 73,410 0

375 340,909 任期付 0.00 合計 4.1004当初予算 396,392 24,070 420,462 79,178 0

内容 金額

報償費
研修講師等報償費

240 報償費
研修講師等報償費

120令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
就職相談会、保育士総合サポー
トセンター等に係る広告等 1,700 役務費

負担金補助及
び交付金

保育士処遇改善事業補助金等
労働環境改善交付金 358,000

負担金補助及
び交付金

保育士処遇改善事業補助金等
労働環境改善交付金 388,400

就職相談会、保育士総合サポー
トセンター等に係る広告等 1,700

委託料
保育士総合サポートセンター運
営等委託 6,700 委託料

保育士総合サポートセンター運
営等委託 5,500

その他
就職相談会用事務用品・印刷製
本費等、会場使用料、旅費 917 その他

就職相談会用事務用品・印刷製
本費等、会場使用料、旅費ほか 672

合計（Ａ） 367,557 合計（Ｂ） 396,392

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 28,835

主な
理由

補助金対象者が増加したため



○

○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
公立保育所運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-030

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149/5247

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 保育所費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、明石市立保育所条例事業 公立保育所運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-1 地域福祉の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の公立保育所において、保育を必要とする児童を保護者に代わって保育することで、児童の健全な育成を支援す
るとともに、子育て世代が安心してこどもを生み育てることができる環境づくりを実現することを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

公立保育所の運営
１　保育の実施
２　給食の実施（公立保育所・認定こども園11か所中、9か所で民間委託を導入。）
３　各保育所に施設の規模に応じて予算を配当し、施設で必要な物品の購入等を行う。
４　各保育所で共通して購入する物品を取りまとめ、一括して購入する。
５　各保育所の故障、または老朽化した空調機等の更新を行う。
６　各保育所の光熱水費、電話料金、NHK受信料、事務機器リース料の支払いを行う。
７　各保育所から排出される使用済み紙オムツを含む一般廃棄物の収集を委託する。
＜参考＞
令和3年4月1日現在の入所児童数  　公立保育所990人　公立認定こども園167人

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

92,598 1,707,330 正規 112.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 343,682 1,461,595 1,805,277 449 4,900

124,575 1,592,561 再任用 0.70 その他 206.0003当初予算 361,004 1,356,830 1,717,834 698 0

98,799 1,614,689 任期付 1.30 合計 320.0004当初予算 357,356 1,356,830 1,714,186 698 0

内容 金額

報酬
公立保育所嘱託医報酬
認定こども園園医報酬 3,258 報酬

公立保育所嘱託医報酬
認定こども園園医報酬 3,213令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費、燃料費、食糧費、光
熱水費、賄材料費 174,580 需用費

委託料
公立保育所に係る委託料

165,528 委託料
公立保育所に係る委託料

170,287

消耗品費、燃料費、食糧費、光
熱水費、賄材料費 168,620

役務費
電話料、クリーニング、検査料等

3,034 役務費
電話料、クリーニング、検査料等

3,034

その他
報償、旅費、備品購入費、負担
金、補助及び交付金 9,670 その他

報償、旅費、備品購入費、負担
金、補助及び交付金 7,020

使用料及び賃
借料

施設賃借料、駐車場賃借料、保
育所コピー使用料等 4,934

使用料及び賃
借料

施設賃借料、駐車場賃借料、保
育所コピー使用料等 5,182

合計（Ａ） 361,004 合計（Ｂ） 357,356

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -3,648

主な
理由

需用費減少のため



2

○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
保育所等感染症対策事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-031

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 保育所費
根拠法令
・要綱等

保育対策総合支援事業費補助金交付要綱事業 保育所等感染症対策事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-1 地域福祉の推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
新型コロナウイルス感染症対策として、公立保育所におけるマスク購入等の感染拡大防止対策を実施する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

保育対策総合支援事業費補助金を申請し、新型コロナウイルス感染症対策のための消耗品や備品を購入する。
　(補助基準)
　定員19人以下　　　　　300千円以内
　定員20～59人以下　　400千円以内
　定員60人以上　　      500千円以内
　（財源内訳）
　国　　1/2　　　市　1/2

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 7 正規 0.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 9,287 0 9,287 9,280 0

0 5,330 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 5,800 2,430 8,230 2,900 0

0 5,330 任期付 0.00 合計 0.3004当初予算 5,800 2,430 8,230 2,900 0

内容 金額

需用費 2,900 需用費 2,900令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

備品購入費 2,900 備品購入費 2,900

合計（Ａ） 5,800 合計（Ｂ） 5,800

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由



26

○

○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園預かり保育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-032

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149

教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則、
明石市立幼稚園園則等

事業 幼稚園預かり保育事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の園児、保護者および教職員 幼児の心身の健全な発達を図るとともに、保護者の子育て支援に加えて、就労支
援（保育所入所待機児童対策）を充実させる。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

年間利用者数 預かり保育実施園における１園1日あたりの平均利用人数 令和3年度 人 17

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　平成30年度から、預かり保育を実施している園の保育実施時間を8時から18時までに延長した。残りの園では、平成31年度から教育時間終了後から16
時までの預かり保育を実施している。令和２年度より、すべての幼稚園で朝８時から預かり保育を実施。
２　預かり保育の利用料は１時間150円。就労・看護等で利用の場合、２割又は５割引きとなる割引き制度あり。平成31年４月から、保育施設等入所要件を
有する家庭の第２子以降の園児は、月11,300円を上限に無償化を実施。令和元年10月からは、国の幼児教育・保育の無償化の制度により保育施設等入
所要件を有していれば、450円×利用日数を上限に第１子から無償となった。
３　就労などの事情により、自園区の幼稚園では預かり保育実施時間が足りない場合、中学校区を基本として「区域外申請」制度を活用し、預かり保育を延
長実施している園への入園が可能。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

6,055 134,609 正規 0.80 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 1,647 170,304 171,951 31,287 0

6,720 126,342 再任用 0.00 その他 73.0003当初予算 3,056 175,450 178,506 45,444 0

6,720 99,476 任期付 0.10 合計 73.9004当初予算 3,246 175,450 178,696 72,500 0

内容 金額

需用費
預かり保育用消耗品、預かり保
育用お茶 1,256 需用費

預かり保育用消耗品、預かり保
育用お茶 1,256令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
子育て支援員研修

1,600 委託料

備品購入費
預かり保育用備品

390

子育て支援員研修（市単独実施
分） 1,400

負担金補助及
び交付金

子育て支援員研修等
200

負担金補助及
び交付金

子育て支援員研修等（県実施
分） 200

合計（Ａ） 3,056 合計（Ｂ） 3,246

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 190

主な
理由

備品購入費増加のため



22

○

○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園管理運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-033

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149/5247

教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則、
明石市立幼稚園園則等

事業 幼稚園管理運営事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の園児および教職員 市立幼稚園における教育課程を実施するために必要な経費を負担し、園児らに対する幼
児教育を円滑に実施する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　各幼稚園に園の規模に応じて予算を配当し、園で必要な物品の購入等を行う。
２　各幼稚園で共通して購入する物品を取りまとめ、一括して購入する。
３　各幼稚園の故障、または老朽化した空調機等の更新を行う。
４　各幼稚園の光熱水費、電話料金、NHK受信料、事務機器リース料の支払いを行う。
５　民間業者が運営する給食センターからの搬入方式による給食を実施する。
６　各幼稚園から排出される使用済み紙オムツを含む一般廃棄物の収集を委託する。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

9,188 227,755 正規 2.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 209,069 27,874 236,943 0 0

15,423 351,720 再任用 0.00 その他 9.0003当初予算 337,893 29,250 367,143 0 0

17,041 355,673 任期付 1.20 合計 12.3004当初予算 343,464 29,250 372,714 0 0

内容 金額

需用費
教材等の消耗品費、印刷製本
費、修繕料、食糧費 12,600 需用費

教材等の消耗品費、印刷製本
費、修繕料、食糧費 14,243令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
ＬＰＧ・灯油等の燃料費、光熱水
費 33,700 需用費

使用料及び賃
借料

コピー・ダスキン等使用料
3,400

使用料及び賃
借料

コピー・ダスキン等使用料
3,400

ＬＰＧ・灯油等の燃料費、光熱水
費 33,700

役務費
電話料金、クリーニング代、郵便
料金、その他手数料等 4,820 役務費

電話料金、クリーニング代、郵便
料金、その他手数料等 4,530

委託料
公立幼稚園給食委託

269,373 委託料
公立幼稚園給食委託、一般廃棄
物収集運搬処理業務委託 277,491

備品購入費
教材備品、園児椅子、空調設
備、非常放送設備等 14,000 備品購入費

教材備品、園児椅子、空調設
備、非常放送設備等 10,100

合計（Ａ） 337,893 合計（Ｂ） 343,464

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 5,571

主な
理由

委託料増加のため



○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園保健・体育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-034

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149/5247

教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校保健安全法、幼稚園教育要領事業 幼稚園保健・体育事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の園児、および遊具等の体育用設備、並びに保健室用備品 遊具等の体育用設備や保健室用備品を整備するこ
とで、幼児期における心身の発達、および健康の保持増進を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　各幼稚園の保健室用備品、消耗品の購入を行う。
２　各幼稚園の保健室用備品（身長計・体重計・オージオメーター等）の維持管理を行う。
３　各幼稚園の体育用備品、消耗品の購入を行う。
４　各幼稚園の体育用設備（遊具等）の維持管理を行う。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 65,969 正規 3.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 4,235 61,734 65,969 0 0

0 64,330 再任用 0.00 その他 11.0003当初予算 4,100 60,230 64,330 0 0

0 64,330 任期付 0.10 合計 14.7004当初予算 4,100 60,230 64,330 0 0

内容 金額

需用費
体育用・保健室用消耗品費、体育用
設備・保健室用備品の修繕料 2,500 需用費

体育用・保健室用消耗品費、体育用
設備・保健室用備品の修繕料 2,500令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
保健室用備品の校正手数料、保
健室用クリーニング代等 500 役務費

保健室用備品の校正手数料、保
健室用クリーニング代等 500

備品購入費
体育用・保健室用備品、遊具更
新等 1,100 備品購入費

体育用・保健室用備品、遊具更
新等 1,100

合計（Ａ） 4,100 合計（Ｂ） 4,100

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由



2

○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
公立幼稚園感染拡大防止対策事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-035

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149

教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

新型コロナウイルス感染症対策事業費補助金
交付要綱

事業 公立幼稚園感染拡大防止対策事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
新型コロナウイルス感染症対策として、公立幼稚園におけるマスク購入等の感染拡大防止対策を実施する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

公立幼稚園感染拡大防止対策事業費補助金を申請し、新型コロナウイルス感染症対策のための消耗品や備品を購入する。
　(補助基準)
　定員19人以下　　　　　300千円以内
　定員20～59人以下　　400千円以内
　定員60人以上　　      500千円以内
　（財源内訳）
　国　　1/2　　　市　1/2

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 26 正規 0.50 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 26,095 0 26,095 26,069 0

0 10,800 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 13,500 4,050 17,550 6,750 0

0 8,100 任期付 0.00 合計 0.5004当初予算 8,100 4,050 12,150 4,050 0

内容 金額

需用費 6,750 需用費 5,400令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

備品購入費 6,750 備品購入費 2,700

合計（Ａ） 13,500 合計（Ｂ） 8,100

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -5,400

主な
理由

需用費、備品購入費減少のため
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○

○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園施設維持補修事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-036

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5247

教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則、
学習指導要領

事業 幼稚園施設維持補修事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
園児、教職員、保護者、地域住民らが協力して、美化・緑化活動に取り組むとともに、必要な委託業務を行い、安全で安心な
教育・保育の場を提供する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

美化緑化実施園の数 美化・緑化活動を実施した幼稚園（認定こども園を含む。）の数 令和5年度 園 28

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和２年度の実績】
１　美化・緑化活動（実施園：28施設）
　　活動の内容： ①　施設の維持管理、②　市民との協働による園庭芝生の維持管理、③　花壇の整備
２　樹木剪定等の委託業務
３　保育室の改修
　①保育室の床修繕、クロスの張替え、保育室の木製背面棚等改修　②3歳児預かり保育用備品購入
【令和３年度の実績】
１　美化・緑化活動（実施園：28施設）
　　活動の内容： ①　施設の維持管理、②　市民との協働による園庭芝生の維持管理、③　花壇の整備
２　樹木剪定等の委託業務
３　保育室の改修
　①保育室の床修繕、クロスの張替え、保育室の木製背面棚等改修　②3歳児預かり保育用備品購入
【令和４年度の実施予定】
１　美化・緑化活動（実施園：28施設）
　　活動の内容： ①　施設の維持管理、②　市民との協働による園庭芝生の維持管理、③　花壇の整備
２　樹木剪定等の委託業務
３　園舎の修繕
　　高丘西幼稚園園舎の屋上防水全面修繕

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 57,558 正規 0.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 34,608 22,950 57,558 0 0

0 31,408 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 26,008 5,400 31,408 0 0

0 15,470 任期付 0.20 合計 0.8004当初予算 20,070 5,400 25,470 0 10,000

内容 金額

需用費
美化・緑化活動用消耗品、保育
室床修繕、木製背面棚改修等 20,670 需用費

美化・緑化活動用消耗品、高丘西幼
稚園園舎屋上防水全面改修 15,570令

和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
ピアノ・物品等運搬料、物品廃棄
手数料 250 役務費

備品購入費
3歳児保育備品購入

1,000 備品購入費
3歳児保育、幼稚園型こども園受
入れ用備品購入 300

ピアノ・物品等運搬、手数料
100

委託料
樹木剪定委託、急傾斜草刈委託
等 4,088 委託料

樹木剪定委託、急傾斜草刈委託
等 4,100

合計（Ａ） 26,008 合計（Ｂ） 20,070

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -5,938

主な
理由

森林環境譲与税が担保する修繕料の施設包括管理担当への所管替えのため
（▲15,000千円）
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○ ○

○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼児教育振興事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-037

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5149/5093

教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市学校法人助成条例、明石
市教育委員会事務局事務分掌規則、幼稚園教
育要領等

事業 幼児教育振興事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園における 幼児教育の充実、保育内容の深化、教職員の専門性向上を図るとともに、市立幼稚園の安定的な運
営により、幼児教育の推進を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　市立幼稚園の指定園において幼児教育研究を行う。
２　市立幼稚園で地区毎にグループ研究を行う。
３　市立幼稚園の教職員の資質向上、指導力向上のため、各種研修へ参加する。
４　市立幼稚園の入退園に関する事務等の支援を行う。

＜参考＞
令和3年5月1日現在の公立幼稚園(27園)の就園児童数　　2,845人

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 1,368,051 正規 140.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 4,952 1,363,099 1,368,051 0 0

0 1,504,753 再任用 0.00 その他 164.0003当初予算 9,973 1,494,780 1,504,753 0 0

0 1,504,623 任期付 0.30 合計 305.0004当初予算 9,843 1,494,780 1,504,623 0 0

内容 金額

報償費
研修講師謝礼

950 報償費
研修講師謝礼

900令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
研修参加旅費、本庁連絡用旅費
等 6,000 旅費

使用料及び賃
借料

就園相談会場使用料等
150

使用料及び賃
借料

就園相談会場使用料等
150

研修参加旅費、本庁連絡用旅費
等 6,300

需用費
就園事務用、事務局用消耗品等

1,043 需用費
就園事務用、事務局用消耗品等

963

備品購入費
教材備品等

730 備品購入費
教材備品等

300

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金等
1,100

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金等
1,230

合計（Ａ） 9,973 合計（Ｂ） 9,843

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -130

主な
理由

備品購入費の減少のため
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○

○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園施設整備事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-038

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-5247

教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則

事業 幼稚園施設整備事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の施設・設備を計画的に更新・整備し、機能維持・改善を図りながら安全性を確保する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

トイレ改修工事の件数 幼稚園のトイレ改修工事の実施件数（令和元年度以降） 令和５年度 件 5

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【令和２年度の実績】（当年度から教育委員会　学校教育課からこども局　こども育成室に移管）
１　仮設園舎用地賃借（錦浦幼稚園）・仮設園舎賃貸借（谷八木幼稚園、山手幼稚園）
２　明石幼稚園便所ほか改修工事（令和元年度繰越明許予算で対応）
　　①園舎2階の便所改修工事、②園舎1階・2階の廊下手洗い改修工事、③仮設便所設置撤去、④屋外付帯工事、電気設備工事、機械設備工事
３　その他改修工事
　　敷地側溝改修工事（朝霧幼稚園、江井島幼稚園）
【令和３年度の実績】
１　仮設園舎用地賃借（錦浦幼稚園）・仮設園舎賃貸借（谷八木幼稚園、山手幼稚園【R3.8月で期間終了】、沢池幼稚園【当年度で支払期間終了】）
２　錦が丘幼稚園便所ほか改修工事（令和２年度繰越明許予算で対応）
　　①園舎2階便所改修工事、②園舎1階・2階廊下手洗場改修工事、③屋外付帯工事、電気設備工事、機械設備工事
３　二見北幼稚園便所ほか改修工事実施設計委託
　　①園舎2階便所改修工事、②園舎1階・2階廊下手洗場改修工事、③仮設便所設置撤去、④屋外付帯工事、電気設備工事、機械設備工事
４　藤江幼稚園西・東園舎外壁改修ほか工事　　　外壁の全面改修
【令和４年度の実施予定】
１　仮設園舎の用地賃借（錦浦幼稚園）・仮設園舎賃貸借（谷八木幼稚園）
２　二見北幼稚園便所ほか改修工事（令和３年度繰越明許予算で対応）
　　①園舎2階便所改修工事、②園舎1階・2階廊下手洗場改修工事、③屋外付帯工事、電気設備工事、機械設備工事
３　播陽幼稚園便所ほか改修工事実施設計委託
　　①園舎2階便所改修工事、②園舎1階・2階廊下手洗場改修工事、③仮設便所設置撤去、④屋外付帯工事、電気設備工事、機械設備工事
４　避難用救助袋の設置　山手幼稚園プレハブ園舎２階　避難梯子から救助袋に変更

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 45,201 正規 0.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 70,199 7,290 77,489 3,588 28,700

0 29,554 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 167,294 4,860 172,154 0 142,600

0 25,201 任期付 0.00 合計 0.6004当初予算 63,868 4,860 68,728 3,427 40,100

内容 金額

需用費
藤江幼稚園西園舎外壁改修ほ
か工事 41,000 委託料

播陽幼稚園2階便所ほか改修工
事実施設計委託 3,600

令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額
令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
二見北幼稚園2階便所ほか改修
工事実施設計委託 2,600

使用料及び賃
借料

備品購入費
山手幼稚園プレハブ園舎への避
難用救助袋の設置 2,000

園舎用地及び保育室不足に伴う
プレハブ園舎の賃借 18,268

使用料及び賃
借料

園舎用地及び保育室不足に伴う
プレハブ園舎の賃借 123,694 工事請負費

二見北幼稚園2階便所ほか改修
工事 40,000

合計（Ａ） 167,294 合計（Ｂ） 63,868

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -103,426

主な
理由

山手幼稚園及び沢池幼稚園に係るプレハブ園舎リース料（使用料）支払期間
終了による減
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○

○

令和４年度 予算事業説明シート

事務事業名
放課後児童健全育成事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150200000-039

予算所管課 こども局こども育成室
連絡先 (078)918-6004

教育費 連絡先

項 社会教育費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画、あかし教育プラン 委託 指定管理

目 青少年対策費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、明石市放課後児童健全育成事業の設
備及び運営に関する基準を定める条例、同施行規
則、明石市放課後児童健全育成事業実施要綱

事業 放課後児童健全育成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
学校の授業終了後や長期休業期間において、保護者が昼間、就労等で家庭にいない児童に適切な遊びや生活の場を提供
し、健全育成を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

児童クラブの
待機児童者数

　入所希望者全員を受け入れ、待機児童を発生させないことを事業の
指標とする。

令和４年度 人 0

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　事業の実施概要
（１）市内の全市立小学校に放課後児童クラブを設置し、その運営を一般財団法人あかしこども財団に委託
（２）放課後児童支援員認定資格研修の実施

２　児童クラブ入所児童数（４月１日現在）
　　令和元年度　3,265人（定員3,870人）　　令和２年度　3,416人（定員4,095人）　　　令和３年度　3,461人（定員4,211人）
　
３　育成時間
（１）平日は授業終了後から最長午後７時まで
（２）土曜日、代休日、長期休業期間は、午前８時から最長午後７時まで（ただし、土曜日は午後５時まで）

４　保護者負担金
（１）一般世帯　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月額8,000円 （８月は12,000円）
（２）ひとり親家庭等の世帯　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月額4,000円 （８月は6,000円）
（３）市民税非課税世帯及び生活保護世帯　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月額2,000円 （８月は3,000円）
　 　なお、いずれの世帯区分でも、兄弟姉妹が同時利用の場合は、２人目以降、年長児童は減免制度（２割減免）あり
（４）延長料金　午後５時から午後６時３０分までは月額2,000円、午後７時までは月額2,500円

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和３年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

226,855 212,417 正規 1.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0002決算 865,212 37,800 903,012 449,740 14,000

330,000 160,226 再任用 0.00 その他 0.0003当初予算 905,648 15,390 921,038 410,812 20,000

353,300 167,248 任期付 0.60 合計 2.3004当初予算 946,884 15,390 962,274 414,226 27,500

内容 金額

報償費
放課後対策アドバイザー謝礼

120 旅費
事務連絡旅費

20令
和
３
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
事務連絡旅費

120 役務費

委託料
受託組織に対する委託料

860,000
使用料及び賃
借料

児童クラブ施設プレハブリース
料 22,458

保護者負担金銀行引落手数料
400

需用費
保護者宛送付用封筒
納入通知書等 320 委託料

受託組織に対する委託料
880,000

その他
保護者宛送付用封筒、AED購入
費 606

使用料及び賃
借料

児童クラブ施設プレハブリース
料 45,088 工事請負費

児童クラブ改修工事費
43,400

合計（Ａ） 905,648 合計（Ｂ） 946,884

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 41,236

主な
理由

児童クラブの単位数（クラス数）の増加及びクラブ室の改修工事を実施すること
による増
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